
フランスの所得税の構造（イメージ）

給料・賃金

公的年金

事業収入

株式等
譲渡収入

配当収入

利子収入

主な収入の種類
（注１）

所得計算上の控除 所得分類
（注１）

損益通算 所得控除
（注３）

税率構造
（注４）

累進税率（５段階）
0,14,30,41,45%

必要経費

必要経費

取得費等

税額控除等

税額

（備考１）上記で図示したものとは異なる課税方法等が適用される場合がある点に留意。邦貨換算レートは、１ユーロ＝145円（裁定外国為替相場：平成27年（2015年）１月中適用）。
（備考２）生活保護及び児童手当は原則非課税、失業手当は原則課税。
（注１）このほか、株式等以外の譲渡収入や一時収入も課税対象。他の所得分類に当てはまらないものについては、非商業所得に分類。
（注２）農林業所得、非商業所得の損失は一定の限度の下で損益通算可。動産資本所得、譲渡所得の損失は損益通算不可。
（注３）基礎控除はないが、課税所得9,690ユーロ（141万円）まではゼロ税率を適用。また、配偶者控除と扶養控除はないが、フランスは課税単位について世帯単位課税（Ｎ分Ｎ乗方式）を採っており、

家族除数（Ｎ）の決定において、配偶者を有する場合には１が、扶養子女（原則として21歳未満）を有する場合には、子女一人につき0.5（３人目以降は１）が家族除数（Ｎ）に加算される。
（注４）別途、高額所得に対する所得課税（所得の０％～４％（３段階））が課される。

（2015年1月現在）
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算 ※別途、社会保障関連諸税
（課税所得の6.7％～15.5％
（収入の種類による））が課
される。

※所得税よりも社会保障関連
諸税の方が税収が多い。

給与所得

商工業所得
農林業所得
非商業所得

動産資本所得

譲渡所得

（注２）
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○ 勤労性の所得については、収入類型に応じた特別の
控除が存在するが、その水準は低い。

○ 金融所得について
も累進税率を適用。

○ 基礎控除はなく、ゼロ税率の適用に
より、一定額までの所得に対して税負
担を課さない仕組みが設けられている。

総
合
課
税

ゼロ税率
（141万円まで）

【税額調整目的：控除】

低所得者控除
（14万円）

※夫婦の場合、算出税額
が27万円未満のとき、算
出税額と27万円の差額を
税額控除。

【子育て目的：全額給付】

家族手当
（定額34万円）

※ 夫婦子二人の場合の額。

※ 所得金額の増加に伴い
減額。

乳幼児受入手当
（32万円／人）

○ 労働政策目的の税額控除が
存在（給付措置に統合予定）。

基礎控除は
存在しない

世帯単位課税
（N分N乗方式）

概算控除（10％）
（実額控除も可）

年金控除（10％）

【労働政策目的：控除・給付】

雇用のための手当
（16万円）

※勤労所得が一定範囲の
額である場合、その額に
応じて一定額を税額控除。
控除しきれなかった分は
還付。
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勤労所得手当
（19万円）

配偶者税額控除
（18万円）

基礎税額控除
（定額18万円）

※配偶者の所得金額の増加に
伴い逓減・消失。

児童手当
（73.3万円）

※世帯所得金額の増加に伴い
逓増・逓減・消失。控除しきれ
なかった分は還付。

※夫婦子二人の場合の額。

カナダの所得税の構造（イメージ）

主な収入の種類
（注１）

所得計算上
の控除

所得分類
損益
通算

所得控除 税率構造

累進税率（４段階）
15,22,26,29%

税額控除等
（注３）

税額

（備考１）上記で図示したものとは異なる課税方法等が適用される場合がある点に留意。邦貨換算レートは、１カナダドル＝103円（裁定外国為替相場：平成27年（2015年）１月中適用）。
（備考２）生活保護、児童手当は原則非課税、失業手当は原則課税。
（注１）このほか、株式等以外の譲渡収入や一時収入も課税対象。他の所得分類に当てはまらないものについては、その他所得に分類。
（注２）オンタリオ州の場合。
（注３）基礎税額控除、配偶者税額控除、勤労所得手当、児童手当の他、勤労税額控除、年金所得税額控除、社会保険料税額控除等がある。

（2015年1月現在）

損
益
通
算

※ 世帯所得金額の増加に伴い
逓減・消失。

※ 夫婦子二人の場合の額。

【子育て目的：全額給付】

【労働政策目的：控除・給付】

【税額調整目的：控除】

○ 人的な要因による担税力の減殺の調整
や労働政策目的の税額控除が存在。

給料・賃金

公的年金

事業収入

利子収入

配当収入

株式等
譲渡収入
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総
合
課
税

※地方税は5.05%～13.16%
の５段階の累進税率で課
税（注２）。

個人単位課税

給与所得

その他所得

事業所得

資産所得

譲渡所得

必要経費

必要経費

必要経費

取得費等

○勤労性の所得は、収入類型によ
らず一体的に総合課税の対象。

○金融所得について
も累進税率を適用。

一定の所得金額に最低税率
を乗じた額を税額控除。

（源泉徴収有）
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オランダの所得税の構造（イメージ）

主な収入の種類
（注１）

ボックス１所得
（勤労所得等）（注２）

ボックス３所得
（貯蓄･投資所得）

【課税対象資産額（注４）の４％】

所得計算上の控除 所得分類 損益通算 税率構造

累進税率（４段階）
8.35,13.85,42,52%

（注５）

比例税率（25%）

税額控除等
（注６）

（備考１）上記で図示したものとは異なる課税方法等が適用される場合がある点に留意。邦貨換算レートは、１ユーロ＝145円（裁定外国為替相場：平成27年（2015年）１月中適用）。
（備考２）生活保護は課税、児童手当は非課税、失業手当は課税。
（注１）このほか、株式等以外の譲渡収入等についても課税対象。３つのボックスいずれにも当てはまらないものについては非課税。
（注２）帰属家賃については、ボックス１所得として課税（居住用住宅ローン支払利子を控除可能）。
（注３）大口持分とは、当該納税義務者が、単独又は配偶者等と合わせて５％以上所有する場合の持分。
（注４）一定の保有資産（預貯金、居住用以外の土地・建物、大口持分株式以外の株式等）に係る純資産額（保有資産額から負債残高を控除したもの）から基礎控除21,330ユーロ（309万円）を

控除したもの。保有資産額の算出には課税年度の１月１日時点の市場価格を使用。
（注５）オランダにおいては社会保険料も所得税と一体的に徴収されており、第１ブラケット及び第２ブラケットの所得については、所得税に加え、28.15％の社会保険料が課される。
（注６）社会保険料と所得税の合計額が一体的に控除対象となる。

（2015年1月現在）

必要経費

必要経費
及び取得費

比例税率（30%）

基礎税額控除
（32万円）

※所得金額の増加に伴い
逓増・逓減。

※一定の勤労所得を有し、
かつ12歳未満の子を扶
養する者が対象。

※所得金額の増加に伴い
逓増。

○勤労性の所得は、収入類型によらず
一体的に総合課税の対象（ボックス１）。

所得控除

【税額調整目的：控除】

税額

【子育て目的：全額給付】

個人単位課税

給料・賃金

公的年金

事業収入

利子収入

配当収入

株式等
譲渡収入

ボ
ッ
ク
ス
所
得
の
３
分
類
（
注
１
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該
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し
な
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の
は
課
税
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象
か
ら
除
外
。

○資本所得は、大口持分株式から生じる所得（ボックス２）、一定の資産
から生じる「みなし所得」（ボックス３）がそれぞれ比例税率の対象。

○人的な要因による担税力の減殺の調整
や労働政策目的の税額控除が存在。

勤
労
所
得
課
税

資
本
所
得
課
税

ボックス２所得
（大口持分株式からの資本所得）

（注３）

児童手当
（定額11～16万円/人）

【労働政策目的：控除】

所得依存複合
税額控除
（31万円）

※所得金額の増加に伴い
逓減。

勤労税額控除
（32万円）

※ 子の年齢に応じ変化。

（源泉徴収有）
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